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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、統合型組織能力の実現手段である組織市民行動を活発化させる人的資源管理の
解明を目的としている。製造業の現業部門とサービス業を分析の対象とする。組織市民行
動に影響を与える要因は、能力開発機会、業績主義、ＷＬバランス、自律性、タスク重要性、
経営者に対する信頼などであった。このことから、ハイコミットメント型人的資源管理が、統
合型組織能力の構築に有効であると考えられる。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study is intended to elucidate a human resource management to let an organizational 
citizenship behavior become active. The organizational citizenship behavior is because 
We help construction of the Integrated organizational capabilities. The analysis object 
is a work-site operation of the manufacturing industry section and a service industry. 
The factor to affect the organizational citizen behavior is an ability development 
opportunity, performance oriented policy, WL balance, autonomy, task importance, trust 
for the managers We concluded that a high commitment human resource practices was 
effective for construction of the integrated organizational capabilities. 
. 
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１．研究開始当初の背景 
 

近年において、日本企業が競争優位を保っ
ている産業は、藤本ら(2007)が主張するよう
に、インテグラル型アーキテクチャを必要と
する製品設計や生産工程を組織に抱える産

業である。これらの産業では、部門間・組織
間調整や情報移転の円滑化を促す「統合型組
織能力」(藤本,2006)が重要とされる。この
ようなパラダイムに則った研究は、浅沼
(1997)やクラーク・藤本(1993)、延岡(1996)
以降、数多く扱われている。具体的には、情

機関番号：１５４０１ 

研究種目：基盤研究（Ｃ） 

研究期間：２００８  ～ ２０１０   

課題番号：２０５３０３４５ 

研究課題名（和文） 従業員レベルにおける統合型組織能力育成に関する研究 

研究課題名（英文） Study Research on Integrated Organizational capabilities Building 

of Employees. 

研究代表者    

原口 恭彦（HARAGUCHI YASUHIKO） 

広島大学・社会科学研究科・准教授 

 研究者番号：２０３４３４５２ 



 

 

報フローや技術移転の実態、部門間・組織間
の調整の実態などが明らかにされ大きな成
果を上げてきた。 

組織内のマネジメントに焦点を絞った場
合、「統合型組織能力」は、現業レベルにお
いて、チームワークや多能工、継続的横断的
な改善活動のうえに成立している。つまり、
katz & Kahn(1978）の指摘のように成員の行
動や能力がベースとなるわけである。資源ベ
ース理論の文脈においても同様に語られて
おり、人的資本は、そのストックが、社会的
複雑性に富み、模倣困難であるが故に、競争
優位性の源泉であると位置づけられている
(Wraight & Williamns,1994)。 

ところが、先に挙げた既存研究では、「統
合型組織能力」の機能や適用範囲に研究上の
焦点があるため、そこで働く従業員の協業や
貢献意欲、多能工としての具体的な知識の抽
出といった人的資源管理上の問題は、十分に
取り扱われていない。そのため、「統合型組
織能力」構築のための議論は、「現場力を鍛
える」といった抽象的な提言か、「人的交流
の促進」というものにとどまっているのが現
状である。したがって、この種の研究の意義
をさらに深めるには、早急に、具体的且つ理
論的な検討が必要とされている。 

一方、人的資源管理論においては、協業関
係の促進を説明する概念として、近年「組織
市 民 行 動 （ Organizational Citizenship 
Behavior」(Organ,1988)が注目されつつある。
組織市民行動とは、「自己裁量的で，直接的
ないし明確に公式的な報酬システムでは認
識されておらず，全体として組織の有効的機
能を促進する個人的な行動」(Organ,1988)の
ことである。具体的には、他者への援助行動、
自主的な情報伝達、環境変動への自主的な対
応、他部門間との自主的な調整活動のような
管理者業務の代替、などが含まれる。この組
織市民行動は、経営学の文脈で捉えるならば、
「組織統合能力」を実現する従業員レベルに
おける具体的かつ基本的活動と位置づける
ことができる。 
この概念は、もともと社会心理学や産業・

組織心理学の研究領域で扱われてきた。そこ
では、組織業績を表す代理変数として位置づ
けられ、それを規定する心理的先行要因の探
索に研究の焦点がしぼられていた。具体的に
は、職務満足感(Bateman and Organ, 1983)、
組織コミットメント（Organ and Ryan,1995; 
西田,1997）、リーダーシップ（Podsakoff, et 
al,1990）、組織的公正（Moorman,1991）、な
どが組織市民行動に与える影響に関する研
究などが存在する。 

ところが、人的資源管理論の文脈において
は、マネジメントの手段がこの種の行動をい
かに促進するのかが問われる。具体的には、
職務特性や組織構造などの組織特性、チーム

マネジメント、人的資源管理施策などである。
これらのうち、一部のものは取り扱われてき
た 。 た と え ば 、 タ ス ク の ル ー チ ン 性
（Podsakoff,1996）、組織構造の公式化
(Organ,1988)、採用時の選抜基準(Bolino & 
Turnley,2003)などである。しかし、それ以
外の先行要因の多くは取り扱われてこなか
った。 
つまり、組織市民行動を促進するマネジメ

ント施策に関しては、そのほとんどが検討さ
れていないのが現状である。また、組織市民
行動は個人の自主的な行動が故に、成員の役
割知覚や技能に依存している部分も大きい。
この技能や役割知覚は、従業員のキャリアに
依存する部分が大きいが、従業員のキャリア
と組織市民行動の関係に関する議論もなさ
れていない。 
加えて、人的資源管理の側面から鑑みるに、

以下のような検討課題も残されている。組織
市民行動は、役割外行動であるため、場合に
よっては本来の業務とトレードオフの関係
になる可能性が高い。しかし、社会心理学や
産業・組織心理学においては、この概念を業
績の代理変数としてのみ扱ってきたことか
ら、この行動の増加は無条件に業績向上に寄
与するという前提で論じられ適切な水準や
適切な方向に関しての議論が欠落している
と言える。 
このような状況に対し、原口(2003;2007)

において、過去のキャリアの蓄積、キャリア
意識が職務行動を介して業績に影響するこ
とを指摘し、組織市民行動の既存研究が、従
業員のキャリアや技能、人的資源管理を含め
た組織マネジメントの視点を欠いているこ
とを明らかにされている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、組織内の調整様式などとして見

られる「統合型組織能力」を促進し、業績向
上に寄与する、組織市民行動を適切な方向で
活発化させるマネジメント・モデルを構築す
ることを目的としている。 
より具体的には、日本企業の強みである

「統合型組織能力」を実現するミクロレベル
の手段として組織市民行動を位置づけ、その
促進を実現するマネジメント・モデルの構築
を行うことを目指している。 
本研究は、組織内の協業関係を促進し、組

織業績向上に寄与する、組織市民行動を適切
な方向で活発化させるマネジメント・モデル
の構築を実現するために以下のような三つ
の研究課題を設定する。 
(1)統合型組織能力を支える、従業員の組織
市民行動の適切な頻度やその方向性の解明。 
(2)組織市民行動を促進するマネジメント施
策（組織構造、職務特性、人的資源管理施策）



 

 

の把握。 
(3)従業員のキャリアが、組織市民行動に与
える影響の解明。 

これらの点が明らかになれば、従業員の人
的資源管理を通し、組織市民行動を促進する
メカニズムを解明でき、統合型組織能力ＨＲ
Ｍモデルともいうべきものが構築できると
考えられる。 
 
３．研究の方法 
 

本研究は、通常の民間企業を意識して研究
を進めた。対象としての部門は、製造業の現
業部門、ホテル業といったサービス部門およ
び営業部門である。 

これらの組織を、サービスの相互依存性、
サービス同時性、職務の連続性、利用する知
識の専門性、自律性などの要素から、各々の
部門特性を把握した上で、先の研究課題の解
明を行った。 

具体的な方法は、文献研究、定性的調査、
定量的調査を全て採用した。文献研究では、
主に組織市民行動に関する理論的研究を行
った。定性的調査では、製造業、小売業、サ
ービス業の人事部門、従業員に対しインタビ
ュー調査を試みた。定量的調査では、同様の
企業に質問票調査を行い、主に多変量解析を
用いて分析を試みた。 

研究計画を遂行するために、下記のような
研究体制を構築した。基本的には全員が、全
ての研究対象と全ての研究課題に対して、従
事した。ただし、各人が所属している学問領
域が異なるため、研究対象ごとにチームリー
ダーを変更した。 
 
４．研究成果 
 
 ＨＲＭ施策と組織市民行動との関連につ
いては以下のようなことが確認された。 
(1)ＨＲＭ施策の能力開発機会、業績主義、
ＷＬバランスは、職務満足感を高める。 
(2)職務満足感は、組織市民行動および改善
行動を促進する。 
(3)ＨＲＭ施策のうち能力開発機会は、職務
満足を通じて改善行動に加え、組織市民行動
の愛他主義、市民道徳と礼儀正しさを促進す
る。 
(4)ＨＲＭ施策のうちＷＬバランスは、職務
満足を通じて、誠実さを促進する。 
(5)ＨＲＭ施策のうち能力開発機会は、改善
行動に加え、組織市民行動の愛他主義、市民
道徳と礼儀正しさを直接促進する。 
 これは、ＨＲＭ施策のうち、能力開発機会
とＷＬバランスが職務満足を経由して従業
員行動を促進していることを意味している。
従来、職務満足感、組織コミットメント、リ
ーダーシップなどの変数と行動の関係につ

いて数多くの研究が蓄積されてきたが、マネ
ジメント実践としてのＨＲＭとの関係を意
識した研究は少なく、組織的公正知覚以外の
ＨＲＭ施策要因を用いた研究があまり行わ
れていない。このような中で、組織市民行動
や改善行動といった従業員行動を促進する
メカニズムを分析し得た。特に職務満足感は、
従来から従業員行動を説明する重要な変数
であったが、ここにＨＲＭ施策による間接効
果を確認できたことは、組織市民行動をはじ
めとする従業員行動研究の理論的蓄積とい
う意味においても貢献できるものと考えら
れる。  
 ＨＲＭ施策認知のうち、能力開発機会の効
果がきわだって強く、様々な媒介要因の影響
を考慮しても、直接的な影響を保持していた。
特に、愛他主義、改善行動といった、他者や
組織を考慮しながら組織への積極的な貢献
を意識した行動の促進に寄与していた。この
事実は、以下のような解釈可能性をもたらし
ている。労働者は自己の能力開発機会の提供
によって、組織との間に経済的あるいは社会
的な交換関係(Blau,1964)を知覚することに
より、その継続のために行動が促進されてい
る可能性が考えられる。そして、このことは、
組織が積極的な人材開発方針を策定するこ
との重要性を示している。 
 また、ＨＲＭ施策自体は客観的に存在して
いるが、その施策は、労働者の主観的な認知
を経由し、行動生起など何らかの効果をもた
らす(山本,2007)。その際に労働者は、過去
の経験や保持している価値観に影響されな
がら施策を認知し解釈を行うため、そこには
「人事労務管理のイナーシャ」(原口,2003)
ともいうべき強い慣性力が働き、施策実施の
有効性を阻害することがある 。したがって、
制度設計の合目的性に加え、理解促進などの
労働者への認知面も考慮したＨＲＭ施策の
実行が必要であるとも考えられる。 
職務との関連においては、特に、自律性、

タスク重要性が、組織市民行動に影響を与え
ていることが確認された。さらに、経営陣や
と管理者に対する信頼感も重要な要因であ
ることが明らかにされた。 
これら諸要因の中国進出日系企業との比

較もあわせて行ったが、中国においては、上
記要因に加え、高報酬政策と業績主義が大き
な要因であることが明らかになった。 
これらの発見事実を総合すると、我が国に

おいて統合的組織能力を構築する組織市民
行動の促進には、ハイコミットメント型に近
似した人的資源管理の推進が有効であると
の結論が得られる。ただし、本研究において
複数回にわたる調査いずれにおいても、雇用
保障や高報酬政策に関しては、組織市民行動
との関連が見られなかった。この問題に関し
て、今度追加調査、国際比較などを通じてよ



 

 

り詳細に検討したい 
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